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１．研究計画の概要 

   2002 年の中国共産党第 16 回大会は、前
年末にようやく実現した WTO 加盟を受けて、
諸外国から要請されていた法治主義の一層
の強化を実現するために、その一環として司
法改革に取り組む方針を明らかにした。ただ
し司法改革は、国外から強く要請されていた
だけでなく、国内にもそれ以上に深刻な必要
性が存在していたため、すでに 1990 年頃か
ら少しずつすすめられていた。 

本研究では、中国で現在展開されている司
法改革の実態を解明することにより、それが
法治主義の強化にとってどのような役割を
果たそうとしているのか、言い換えれば、そ
れは諸外国が期待するような方向での改革
となっているのか、という点について検討す
る。 

 

２．研究の進捗状況 

2008 年に中国共産党は、司法改革につい
ての新しい方針を打ち出した。また、この方
針に従って最高人民法院は、「人民法院第 3

次改革綱要」を作成し、5 年計画の改革に踏
み出した。 

 本研究では、この「綱要」の内容およびそ
の実施状況、問題点などについて、現地調査
を含め、資料取集をおこない、基本的な問題
点の抽出と、それらについての分析、検討を
進めている。 

 現地調査では、過去 3 年間にわたり、中国
の各地方における裁判所を訪問して、実態把
握に努め、改革の現状について調査した。 

 これと並行して、中国の研究者と交流し、
意見交換した。 

 以上の調査によって多くの示唆を得ると
ともに、貴重な資料の提供を受けた。 

 また、国内でも毎年数回の研究会を開催し、
資料の検討、意見交換を行った。 

 

３．現在までの達成度 

 ②おおむね順調に進展している。 

 以上の調査、研究によって、当初の計画に
おいて目指した研究目的に必要な資料は、ほ
ぼ収集することができた。 

 現地での実態調査は、可能な範囲でしかす
すめられないが、いくつかの貴重な問題点を
明らかにすることができたし、資料の分析に
とって貴重な多くの示唆を得ることができ
た。 

 

４．今後の研究の推進方策 
 今年度は最終年度となるので、新規の調査
よりも、調査のまとめに重点を置く。 
 研究会などを通じて、調査結果の分析をさ
らに進め、問題点についての検討を深める。 
 残された問題点や不十分な部分を埋め合
わせるための補助的な調査を実施し、最終的
な研究成果報告書を取りまとめることにす
る。 
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